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重 要 事 項 説 明 書 

 

居宅介護支援のサービス提供の開始にあたり、当事業者があなたに説明すべき事項は次のとおりで

す。 

 

１． 事業者 

事業者の名称 社会福祉法人 松波福祉会 

事業者の所在地 新潟県上越市柿崎区柿崎６４１４番地の１ 

法人種別 社会福祉法人 

代表者名 理事長 新 部 直 彦 

電話番号 ０２５－５３６－４４００ 

 

２． ご利用の事業所 

事業所の名称 よねやまの里指定居宅介護支援サービスセンター 

事業所の所在地 新潟県上越市柿崎区柿崎６４１４番地の１ 

管理者 竹 田 陽 子 

電話番号 ０２５－５３６－６６７２ 

ファクシミリ番号 ０２５－５３６－４４０５ 

介護保険事業者番号 新潟県 １５７０３０１１１７ 

 

３． ご利用事業所であわせて実施する事業 

事業の種類 介護保険事業所番号 利用定数 

施設 特別養護老人ホーム １５７０３０１４６３ １００人 

(介護予防)短期入所生活介護 １５７０３０１２０８ ２０人 

在宅 指定通所介護(第 1 デイサービスセンター) １５７０３０４１０３ ２５人 

指定訪問介護サービス １５７０３０１４３０  

 

４． 事業の目的と運営の方針 

事業の目的  要介護状態または要支援状態にある高齢者に対し、適正な指定居宅介護支

援を提供することを目的とします。 

運営の方針 １．事業者は、利用者が要介護状態等となった場合でも、可能な限り居宅に

おいてその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう配

慮して行います。 

２．事業者は、利用者の心身の状況や置かれている環境等に応じて、利用者

の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事

業者から、総合的かつ効率的に提供されるように配慮して行います。 

３．指定居宅介護支援の提供に当たっては、利用者の意思及び人格を尊重し、

常に利用者の立場に立って、提供される指定居宅介護サービス等が特定の
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種類又は特定の居宅サービス事業者に不当に偏ることがないよう、公平中

立に行います。 

４．事業の実施に当たっては、市町村、地域包括支援センター、他の指定居

宅介護支援事業者、介護保険施設等との連携に努めて行います。 

５．利用者の要介護状態の軽減若しくは悪化の防止に資するよう行うととも 

に、医療サービスとの連携に十分配慮して行います。 

６．事業者は、市町村から介護認定に係る調査の委託を受けた場合は公平中

立、さらに利用者に対して正しい調査を行い、その知識を有するよう研鑚

を行います。 

 

５. 事業所の職員体制 

事業所の従事者の職種 従業員数 勤 務 の 体 制 

管理者兼主任介護支援専門員 １名 常勤専従 

午前 ８時３０分 ～ 午後 ５時３０分 

主任介護支援専門員 2名 常勤専従 

午前 ８時３０分 ～ 午後 ５時３０分 

介護支援専門員 ３名以上 常勤専従 

午前 ８時３０分 ～ 午後 ５時３０分 

 

６．営業日 

営業日 一年をとおし営業日とする。ただし、従業者は当法人の職務規定により、休日

をとります。 

営業時間 午前８時３０分から午後５時３０分までとする。ただし、電話等により、２４

時間常時連絡が可能な体制とします。また、ターミナルケアマネジメント可算

の算定においては、必要に応じて居宅介護支援を提供いたします。 

 

７．サービスの内容 

種 類 内     容 

居宅介護支援事業 

 

 

 

 

居宅介護サービス計画作成の援助、及び居宅介護サービス計画作成後

の援助をします。 

・居宅サービス計画の作成にあたり、利用者自身がサービスを選択する

ことを基本に支援しサービス内容、利用料等の情報を適正に利用者ま

たは家族に対して提供します。 

・指定居宅介護支援の提供開始に際し、予め複数の指定居宅サービス事

業者等の紹介を求めること、居宅サービス計画原案に位置付けた、指

定居宅サービス事業者等の選定理由の説明を求めることができるこ

とを説明し、対応します。 

・当事業所のケアプランの訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、

福祉用具貸与の利用状況は別紙のとおりです。 

※別紙１ 

・居宅サービス計画等の原案に位置付けた指定居宅サービス等につい

て、指定居宅サービス等の担当者からなる、サービス担当者会議の招 
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 集ややむを得ない場合には照会等により、当該居宅サービス計画等の

原案の内容について、専門的な見地からの意見を求め、利用者及び 

当該サービス担当者との合意を図ります。 

・あなたの居宅サービス計画に基づくサービス提供が確保されるよう、

あなたとその家族、指定居宅サービス事業者等との連絡調整を継続的

に行い、居宅サービス計画を把握します。 

・必要に応じて、あなたと事業者との双方の合意に基づき、居宅サービ

ス計画を変更します。 

・1月に 1 回、自宅への訪問、及びサービス内容の評価をします。 

 

８．他機関との各種会議等 

サ－ビス担当者会議は、通常、利用者の居宅にて開催します。但し、以下の方法で実施する

場合もあります。 

・利用者が参加せず、医療・介護の関係者のみで実施するものについて、「医療・介護関係事業 

者における個人情報の適切な取扱のためのガイダンス」及び「医療情報システムの安全管理

に関するガイドライン」等を参考にして、オンラインツール等を活用して実施。 

・利用者等が参加して実施するものについて、上記に加えて、利用者等の同意を得た上で、オ

ンラインツール等を活用して実施。 

 

９．利用者負担金 

あなたがサービスを利用した場合の「基本利用料」は、厚生労働大臣が定めた告示上の基準

額であり、別紙 2「利用料金表」に示すとおりですが、「利用者負担額」はありません。 

 

１０．事故発生時の対応 

 指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合は、速やかに利用者の家族、市町村等へ

連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

 

１１．事業の実施地域 

通常の事業の実施地域は柿崎区とする。 

 

１２．苦情等申し立て先 

苦情相談窓口を次の通り設置する。 

① 窓口設置場所 新潟県上越市柿崎区柿崎６４１４番地の１ 

         「特別養護老人ホームよねやまの里」１階事務所 

                 電話 ０２５－５３６－６６７２ 

② 窓口開設時間 午前８時３０分から午後５時３０分まで 

③ 担当者    主任介護支援専門員 伊藤利恵 

④ その他    午後５時３０分以降についても連絡体制マニュアル（携帯電話等）により    

対応する。 
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その他の苦情相談窓口 

■ 柿崎区総合事務所 福祉グループ          電話  ０２５－５３６－６７０４ 

新潟県上越市柿崎区柿崎６４０５              

■ 上越市役所 高齢者支援課               電話 ０２５－５２６－５１１１ 

新潟県上越市木田 1丁目 1番 3 号         

■ 新潟県国民健康保険団体連合会 介護サービス相談室 電話 ０２５－２８５－３０２２ 

新潟県新潟市新光町 7 番地 1 新潟県自治会館内     

 

※当事業所は、苦情を適切に解決するため、苦情解決第三者委員を設置しています。社会福祉

法人松波福祉会（特養 よねやまの里）（電話 ０２５－５３６－４４００）までご連絡くだ

されば、あなたを担当する第三者委員をご紹介します。 

 

１３．業務継続計画の策定 

事業所は、感染症や非常災害の発生において、利用者に対する指定居宅介護支援事業の提供

を継続的に実施するため及び非常時の体制での早期の業務再開を図るための計画を策定し、当

該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。また、介護支援専門員に対し、業務継続計画に

ついて周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施します。 

定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

１４．感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

事業所は、感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措置を講じるよう

に努めます。 

・事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会(オンラインツー

ル等を活用してできるものとする)をおおむね６月に１回以上開催します。その結果を、介護

支援専門員に周知徹底します。 

・事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備します。 

・介護支援専門員に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施

します。 

 

１５．虐待の防止 

事業所は、虐待の発生又は再発を防止するため、次の各事項に掲げる措置を講じるように努 

めます。 

・事業所における虐待防止のための対策を検討する委員会(オンラインツール等を活用してでき

るものとする)を定期的に開催するとともに、その結果について、介護支援専門員に周知徹底

を図ります。 

・事業所における虐待防止のための指針を整備します。 

・介護支援専門員に対し、虐待防止のための研修を定期的に実施します。 

・虐待防止の措置を講じるための担当者を置きます。 <担当者> 管理者:竹田陽子 
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１６．身体拘束等の適正化 

 事業所は、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を

除き、身体拘束等を行ってはならないこととし、身体拘束を行う場合には、利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録します。 

 

１７．職場におけるハラスメント対策 

適切な社会福祉事業の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的

な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当の範囲を超えたものにより従業者の就業環

境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じます。 

 

１８．第三者による評価の実施状況等 

 

 

 

 

 

 

１９．サービスの利用にあたっての留意事項 

 サービスのご利用にあたってご留意いただきたいことは、以下のとおりです。 

 ① 病院又は診療所に入院する必要が生じた場合には、病院又は診療所に担当の介護支援専門員の 

氏名及び連絡先を伝えてください。 

 ② 介護支援専門員に対し、贈り物や飲食物の提供などはお断りいたします。 

 ③ 体調や容体の急変などによりサービスを利用できなくなったときは、できる限り早めに担当の

介護支援専門員又はサービス事業所の担当者へご連絡ください。 

 ④ 介護支援専門員は、各種支払や年金等の管理、金銭の賃借など、金銭に関する取扱いはできま

せんので、ご了解下さい。 

 ⑤ 利用者の選択に基づき居宅サービスが未利用となった場合や長期に入院加療が必要となった

場合は、ご自宅への定期的な訪問は中止させて頂きます。尚、居宅サービス利用の希望や介護

のご相談があればいつでも事業所に連絡してください。 

⑥ 当事業所は担当職員が退職、法人内異動等による理由または、担当する利用者の人数が概ね 35

名を超え適切なサービスが行えない等の正当な理由がある場合に限り、担当の職員を変更する

ことがあります。その場合には、事前に理由を説明し、了解を得ます。また、職員間で引き継

ぎを行い、ご迷惑をお掛けしないように対応致します。 

 

 

 

 

 

 

 

第三者による

評価の実施 

状況 

 

１．あり 

実施日 令和  年  月  日 

評価機関名称  

結果の開示 １．あり  ２．なし 

２．なし 
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当事業所は居宅介護支援の提供にあたり利用者に上記のとおり重要事項を説明しました。この証とし

て本書２通を作成し、利用者、事業者が記名捺印の上、各自１通を保有するものとします。 

  

 

  私は、本書面に基づいて事業者の職員（職名 介護支援専門員            ）から、 

 前記重要事項の説明を受けたことを確認します。 

 

令和   年   月   日 

 

利用者     住 所                     

 

        氏 名                   印 

 

利用者の家族等 住 所                     

 

        氏 名                   印 

 

        続 柄            


